
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

 
 「東京都2020年予算概算要求ネコババせず」については11/7付「推進ニュース18号」で報じたところです。その増額要求した予算を使い、東

京都では2020年4月から年収910万円未満世帯の授業料を無償化する方針が、朝日新聞のみですが昨日スクープされました。 

 国の就学支援金制度拡充を自治体独自制度の拡充に反映させる、関東ブロック、全国を先導する発表です。 

  

 11月７日、東京都の２０２０年度予算概算要求が発表され、都独自の授業料減免制度＝特別奨学金補助予算が2019年度比4億円増の158

億円が概算要求として発表されました。2019年度までの都独自予算中74億円が2020年国の拡充分として降りてくることが試算される中で、

その分が引き去られず、さらに2019年度比4億円増の概算要求で、その制度拡充がどのようなものになるか期待される処でした。 

 東京の私学助成をすすめる会では、「年収910万円まで授業料無償」「年収350万円未満世帯まで入学金全額補助」「私立小中生への授業料補

助創設」など4案を東京都の私学部へ提案していました。 

 そうした中でのこの発表は、東京私学にとっては大きな歓びであると同時に、関東ブロック、全国にとっても大きな影響を与えるものです。 
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各都道府県でも、この東京､先の福井の例を引いて、各自治体へ制度改善を迫りつづけましょう!! 
 東京都と同額の予算規模は困難です。しかし、その県の財政規模の中で、福井、東京と同じ「自治体制度拡充」の判断を迫ることはできます。 

 そのことを強く道府県へ繰り返し要請していきましょう。私学担当当局が予算案を財務当局へ要求する時期、知事が査定する前の道府県への繰

り返しの要請、道府県議員を通しての働きかけを強めましょう!! 


